事務取扱要領第１－７－(2)の別表の１

農業近代化資金の融資基準（個人施設）

	資金の種類
	附帯施設の範囲
	融資の要件
	標準事業費
	標準規模
	備考

	大分類
	中分類
	小分類
	
	
	
	
	

	建築物

構築物
	農舎
	農舎
	電気施設
	農作業を主たる目的とするもの
	㎡当たり

鉄骨　 73,000円

木造　 65,000円
	
	

	
	畜舎
	乳牛舎
	電気給排水

上下水道等
	１　成雌牛4頭以上けい養可能なもの

２　合理的なふん尿処理施設を有するもの
	㎡当たり

55,000円
	成牛１頭当たり

10㎡
	

	
	
	肉牛舎
	同上
	１　肉用牛3頭以上けい養可能なもの

２　合理的なふん尿処理施設を有するもの
	㎡当たり

40,000円
	成牛１頭当たり

10㎡
	

	
	
	豚舎
	同上
	１　繁殖豚については、3頭以上けい養可能なもの

２　肥育豚については、20頭以上けい養可能なもの

３　合理的なふん尿処理施設を有するもの
	㎡当たり

50,000円
	繁殖豚１頭当たり

単飼 　13.0㎡

群飼 　 2.5㎡

肥育豚１頭当たり

5㎡
	

	
	
	鶏舎
	ケージ、給餌施設、給水施設等
	１　採卵鶏については、1,000羽以上けい養可能なもの

２　肥育鶏については、2,000羽以上けい養可能なもの

３　合理的なふん尿処理施設を有するもの
	㎡当たり（ウインドレス）

採卵 　30,000円

ブロイラー

　 35,000円
	採卵鶏100羽当たり（ケージ３段）

15㎡

ブロイラー100羽当たり　　　15㎡
	

	
	公害防止施設
	公害防止施設
	公害防止施設
	へい獣処理等に関する法律による知事の指定する区域内の者であって、現に公害が発生しているもの、または、発生する恐れのあるものを優先するものとする。
	申請の都度審査決定
	
	

	
	蚕室
	屋外簡易壮蚕飼育所
	
	蚕室は簡易なもので一蚕期の収容蚕種数量は５箱以上であること。
	㎡当たり

34,000円
	
	

	
	農産物乾燥施設
	たばこ乾燥室
	
	10a以上作付面積を有するもの
	㎡当たり

ビニールパイプハウスの場合

3,000円

規格乾燥室

40,000円
	60㎡

30㎡
	

	
	たい肥舎
	たい肥舎
	
	床、尿溜、腰は必ず不浸透性材料を用いるものとする。
	㎡当たり

40,000円
	
	

	
	農作物育成管理用施設
	温室
	換気、電気、暖房、上下水道施設
	
	㎡当たり

ガラス温室

35,000円

ビニールハウス

12,000円
	500㎡以上

500㎡以上
	

	
	果樹棚
	ホップ棚
	
	10a以上棚の架設をするもの
	10a当たり

鉄柱　550,000円
	
	

	
	
	ブドウ棚
	
	10a以上棚の架設をするもの
	10a当たり

木柱の場合

220,000円

鉄パイプ柱の場合（防サビ加工）

390,000円
	
	架線式

吊棚式

	
	きのこ栽培施設
	しいたけ
	栽培施設及び機械
	電気、水道施設
	１　次に掲げる規模で栽培する計画がある者

(1)　フレーム栽培の場合

イ　年間おおむね3,000本を植菌し3年以上継続して栽培する計画があること

(2)　露地栽培の場合

ロ　年間おおむね4,000本を植菌し6年以上継続して栽培する計画があること
	申請の都度審査決定
	
	

	
	
	
	ほだ木造成
	植菌、ほだ場造成用雇用労賃、諸材料、作業道開設雇用労賃
	２　当該事業に係るほだ木造成資金の借受期間は、次に掲げる期間に限る。

(1)　フレーム栽培の場合

　事業計画年度から起算して、4年以内とする。

(2)　露地栽培の場合

　事業計画年度から起算して、6年以内とする。
	
	
	

	
	
	なめこ、えのきだけ、マッシュルーム
	カッター加工、

植菌機等
	菌舎100㎡以上のもの
	申請の都度審査決定
	
	

	
	内水面養殖施設
	コイ、色コイ、フナ、ドジョウ、タニシ、ニジマス、ヤマメ、ウナギ等
	
	養魚池を造成し、かつ養魚池の面積のうち水田から転換される部分が全体の面積の３分の２以上を占めているもの。
	申請の都度審査決定
	
	

	
	農業住宅
	農家住宅
	電気、上下水道施設
	１　農業振興地域の整備に関する法律第６条第１項の規定により指定された農業振興地域、山村振興法第７条第１項の規定により指定された振興山村の地域、または過疎地域自立促進特別措置法第２条の過疎地域内の農業者で、次のいずれかの要件に該当する場合に限る。

(1)　農業生産に伴って生ずる公害防止のために移転するとき。

(2)　土地改良法（昭和42年法律第195号）に規定する事業の実施に伴い移転するとき。
(3)　その意欲と能力からみて、今後食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）において育成することとされている効率的かつ安定的な農業経営に発展し得る者として知事が認めた者が、新たに主たる事業として農業経営を営むためにその住宅を改良、造成又は取得するとき。
(4)　自立経営を志向する農業後継者が婚姻のため又は特別な理由がある場合として知事が特に必要と認めた場合に新たにその住宅を取得又は造成（独自の居室を作るための改良を含む）するとき。
(5)　自立経営者を志向する者が特別の理由がある場合として知事が特に認めた場合にその住宅の改良（台所、食事場、浴室、便所、し尿浄化装置及び自家用給排水施設であって、知事が特に普及を図る必要があると認めるものの改良に限る。）をするとき。

２　１の対象地域内又は青年の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法（平成7年法律第2号）第8条の規定により指定された地域内において同法第4条第

１項の知事の認定を受けた農業者が、新たに主たる事業として農業経営を営むためにその住宅を改良、造成又は取得するとき。
	㎡当たり

木造　120,000円


	
	１　設計図書は配置図、平面図、立体図を付けること。

２　見積り書は許可を受けている建築業者又は二級建築業者の作成したものであること。

	
	
	
	
	
	
	
	

	農機具
	耕うん整地用機具
	歩行用

トラクター
	（けん引型および兼用型）

すき代掻ローター、カルチベータ、ウェイト、培土機、トレーラー、

（駆動型）

水田車輪、ウェイト
	1.5 ha以上を耕作するもの
	申請の都度審査決定
	
	岩手県高性能農業機械導入計画に組み入れられている機種については同計画に沿って導入するとともに同計画及び本表に掲げていない機種については、その都度協議のうえ決定する等必要に応じ定めて運営するものとする。

	
	栽培管理用機具
	乗用型

トラクター
	トラクター附属機具、プラウ、砕土機、均土機、鎮圧機、ロータリー、代掻機、施肥機、移植機、播種機、中耕機、防除機、収穫機、運搬機
	１　10ＰＳ級トラクター

水田

普通畑

果樹園

桑園

草地

5 ha

5 ha

5 ha

2 ha

5 ha

２　20ＰＳ級トラクターの場合は、岩手県高性能農業機械導入計画の第6高性能農業機械以外の農業機械の利用規模の目安によること。
	
	
	

	
	
	田植機
	
	２条用　　　2 ha

３条用　　　3 ha
	同　上
	
	

	
	
	移植機
	
	１畦用　　0.5 ha

２畦用　　1.0 ha

多条用　　2.0 ha
	同　上
	
	

	
	
	防除機
	
	（動力用噴霧機）

　吐出量　　　20～30 l／分　　10 ha

（動力散粉機）

　吐出量　　　20～30 l／分　　10 ha
	
	
	

	
	収穫調整用器具
	動力用脱穀機
	原動機
	
	申請の都度審査決定
	
	

	
	
	ホップ花摘み

機
	
	10 a以上の作付面積を有するもの
	同　上
	
	

	
	
	通風乾燥機
	熱焼装置乾燥枠原動機
	ホップ専用の場合は、ホップ10 a以上の作付けをしているもの。
	同　上
	
	

	果樹等の植栽及び育成
	果樹
	植栽
	りんご

もも

ぶどう

なし

くり

おおとう
	樹園地整備、雇用労賃、諸材料等
	5 ha以上の集団樹園を造成する計画の中で、果樹を新植又は、増植するもの。
	10 a当たり

りんご（わい性栽培）

638,000円

もも　185,000円

ぶどう

　　　349,000円

なし　185,000円

くり　179,000円

おおとう

　　　157,000円
	
	その他の品目については、関係課等と随時協議のうえ採択することとする。

	
	
	育成
	りんご

もも

ぶどう

なし

くり


	雇用労賃、小農具、諸材料等
	10 a当たり　　　　　　　　　　　(円)


りんご

ぶどう

もも

なし

くり

おおとう

2年目

3年目

4年目

5年目

6年目

7年目

32,000

48,000

67,000

86,000

104,000

124,000

52,000

86,000

127,000

166,000

188,000

－

20,000

52,000

74,000

110,000

150,000

175,000

22,000

49,000

65,000

77,000

114,000

135,000

14,000

29,000

41,000

52,000

55,000

55,000

12,000

25,000

42,000

73,000

88,000

108,000


りんごは、わい性樹の場合
	

	
	桑樹
	植栽
	桑
	果樹の場合と同じ
	１ha以上の集団桑園を造成する場合の植栽を行うもの
	10 a当たり

152,000円
	
	

	
	
	育成
	
	
	
	10 a当たり

２年目、３年目

50,000円
	
	

	
	ホップ
	植栽
	ホップ
	同　上
	
	10 a当たり

250,000円
	
	

	
	
	育成
	
	
	
	10 a当たり

２年目、３年目

50,000円
	
	

	
	アスパラガス
	植栽
	アスパラガス
	果樹の場合と同じ
	
	10 a当たり

250,000円
	
	

	
	
	育成
	
	
	
	10 a当たり

２年目47,000円

３年目57,000円
	
	

	
	特定永年性作物
	植栽
	薬用人参
	雇用労賃、諸材料費
	生産ほ場段階において2年以上の期間栽培すること。
	10 a当たり

745,000円
	
	

	
	
	育成
	オウレン

ミシマサイコ
	
	ハーブの場合には、食用又は加工用の原料又は材料として栽培するものに限る。
	10 a当たり

50,000円
	
	

	
	
	植栽
	ハーブ
	
	
	10 a当たり

30,000円
	
	

	
	
	育成
	
	
	
	10 a当たり

40,000円
	
	

	
	花き

・

花木
	植栽
	アヤメ類

シャクヤク

ユリ類

ラン類

球根ベコニア
りんどう

ききょう

あおき

アカシア類
あじさい類

いぶき類

うつぎ類
うめ

エリカ類

かいどう

くちなし類

こでまり類

ごようまつ

さくら類

ざくろ

さざんか

しゃくなげ類
	樹園地整備、雇用労賃、諸材料等
	１　生産ほ場段階において、少なくとも2年以上の期間栽培すること。

２　花き・花木を主要作物とする農業構造改善地区は1 ha以上の集団花き・花木園地を造成する計画の中で花き・花木を新植又は増植するもの。
	10 a当たり

800,000円

種苗代

10 a当たり

りんどう、きく類

300,000円
アルストロメリア、カーネーション

1,300,000円
宿根かすみ草、宿根スターチス

300,000円
グラジオラス、すいせん

400,000円
	
	

	
	
	
	しょうじょうぼく

せんりょう

つげ

つつじ類

つばき

なんてん

ばいかうつき類

ばら類

ひば類
ハイビスカス類

ふじ類

べにうつき類

ぼけ類

ぼたん

まき類

まさき類

もくれん類

もみじ類

もも

やなぎ類

むくげ類
とち

かつら

いちょう類

きく類
アルストロメリア

カーネーション

宿根かすみ草
グラジオラス

すいせん
	
	
	
	
	

	
	
	育成
	同　上
	雇用労賃、諸材料費
	
	10 a当たり

100,000円
	
	

	家畜の購入及び育成
	牛
	購入
	乳牛
	
	１　成雌牛４頭以上けい養の具体的計画を有し、かつこれに対応する畜舎および飼料基盤を保有するか又は計画を有するもの。
２　長期（おおむね５年以上）の飼養を目的とする雌牛。
	申請の都度審査決定
	
	

	
	
	
	
	
	３　牛乳の共同販売を行うもの。

４　家畜共済に加入すること。
	
	
	

	
	
	育成
	
	購入飼料費、衛生費、種付料、雇用労賃等
	２頭（成畜を含む）以上飼養するもの。
	0～26ヶ月分

200,000円
	
	

	
	
	購入
	繁殖牛、肉牛
	
	１　成雌牛３頭以上けい養の具体的計画を有し、かつ、これに対応する畜舎および飼料基盤を保有するか、または計画を有するもの。

２　繁殖に供用し、かつ長期（おおむね５年以上）飼養を目的とするもの。

３　生産家畜の共同販売を行うもの。

４　家畜共済に加入すること。
	申請の都度審査決定
	
	

	
	
	育成
	
	乳牛の場合と同じ
	２頭（成畜を含む）以上飼養するもの。
	0～25ヶ月分

140,000円
	
	

	
	豚
	購入
	繁殖豚
	
	１　種豚３頭以上のけい養計画を有し、かつこれに対応する畜舎を現に保有するか、または建造計画を有するもの。

２　家畜共済に加入すること。
	申請の都度審査決定
	
	

	
	
	育成
	
	乳牛の場合と同じ
	３頭（成畜を含む）以上飼養するもの。
	5～12ヶ月分

100,000円
	
	

	
	馬
	購入
	競争の用に供するための繁殖雌馬
	
	次の要件を満たす者に限る。

１　軽種馬の生産について相当の経験を有し、安定的な経営が期待できる者であること。

２　当該農業者の経営状況からみて当該軽種馬の生産を行うことが当該経営の合理化を図るために適当と認められるものであること。

３　従来から軽種馬生産を行っている地域で軽種馬の生産者の組織が設備されており、生産組織の状況からみて当該農業者がその生産された子馬を安定的に販売する見込みが確実であること。
	申請の都度審査決定
	
	

	
	牛

豚

鶏
	購入
	肥育牛、肥育豚、採卵鶏、採肉鶏
	
	次の各項の要件のすべてを満たしているものに限る。

１　当該資金の借受者が、次のいづれかの地域内において畜産経営を行うものであること。
(1)　農業振興地域の整備に関する法律（昭和45年法律第58号）第6号第１項の規
	申請の都度審査決定
	
	

	
	
	
	
	
	定により指定された農業振興地域（同法第4号第１項の農業振興地域整備基本方針において農業振興地域として指定することが相当する地域として定められた地域を含む。）

(2)　過疎地域対策緊急措置法（昭和45年法律第31号）第2条の過疎地域

(3)　山村振興法（昭和40年法律第64号）第7号第1項の規定により指定された振興山村の地域
(4)　酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和29年法律第182号）第2条の4の規定に基づく肉用牛生産近代化計画の作成地域
２　次の(1)に掲げる飼養規模拡大を行おうとするものであって、(3)に掲げる期間内に(1)の飼養規模の目標に到達できる者

(1)　飼養規模の目標

肥育牛　　常時　　　　　　5頭以上

肥育豚　　常時　　　　　120頭以上

採卵鶏　常時（成鶏）　3,000羽以上

採肉鶏　　常時　　　　5,000羽以上

　(2)　飼養規模の拡大（増加頭羽数）

肥育牛　　常時　　　　　　2頭以上

肥育豚　　常時　　　　　 30頭以上

採卵鶏　常時（成鶏）　2,000羽以上

採肉鶏　　常時　　　　3,000羽以上

(3)　飼養規模の目標に到達すべき時期は３年以内とする。ただし、営農団地特別整備事業の事業実施農業者および総合施設資金（農林漁業金融公庫法（昭和27年法律第355号）第18条の別表第２の第９号に掲げる資金をいう。）の融資を受け当該家畜の飼養規模の拡大を行う者にあっては、当該改善計画等に記載された目標達成時内とする。

３　肥育牛については家畜共済に加入すること。
	
	
	

	
	牛
	育成
	肥育牛
	購入飼料費、衛生費、雇用労賃等
	　　同　上

貸付対象とすべき頭数は、飼養規模の拡大に見合う増加頭数に飼養規模を維持するために購入することが必要な頭数を加えた頭数。
	黒毛和種　8～27.0ヶ月令

280,000円

日本短角　8～19.5ヶ月令

200,000円

乳雄肥育　6～18.5ヶ月令

250,000円
	

	
	特用家畜
	購入
	あひる

あいがも

きじ
	
	当該資金の借受者が、次のいずれかの地域内において農業を営む者であること。

１　農業振興地域の整備に関する法律第6条第１項の規定により指定された農業振興地域。

２　過疎地域活性化特別措置法第2条の過疎地域。
３　山村振興法第7条第1項の規定により指定された振興山村の地域。
	申請の都度審査決定
	
	

	土地改良
	小土地改良区
	農地の改良造成
	
	事業費が1,800万円以下のもの、事業の範囲は客土、床締、暗きょ排水、区画整理、畦畔改良、かんがい排水施設（畑地かんがい用の固定的配管施設を含む。）、開畑（開畑事業に関連する未墾地の購入費を含むことができる。）、桑円の改良造成（桑苗代を経費に含むことができる。）、農業用索道等。
	申請の都度審査決定
	下限事業費

100,000円

上限事業費

18,000,000円
	

	
	
	牧野の改良造成
	
	事業費が1,800万円以下のもの、事業の範囲は傷害物除去、起土、整地、土壌改良、かんがい排水施設、牧道、牧草播種等
	　同　上
	下限事業費

100,000円

上限事業費

18,000,000円
	

	県単事業
	購入
	肉用素牛
	
	次の各項の要件のすべてを満たしているものに限る。

１　農業者が150日以上飼養すること。

２　農業協同組合が導入する頭数は、50頭以上であること。

３　飼養する対象者は、５農業者以上であること。

４　１農業者3頭以上40頭以下を飼養すること。

５　家畜共済に加入すること。
	　同　上
	
	


